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ご議論頂きたい事項について （論点３、論点４、論点６）

資料２－１



論点３ ものづくり基盤の強化

■論点

・ものづくりを支えている熟練技術・技能者個人のノウハウが、近年の現場の高齢化、
若年層の製造業離れ等により、その継承が危ぶまれている中、技術・技能レベルの
低下を防ぎ、ものづくり産業における製品の付加価値や企業競争力を高めるという
視点が必要ではないか。

■対応の方向性

■現状データ ■内発的企業を育成する環境整備

・製造現場と研究の場を重層的に構築
・産学連携を現場技術者レベルで促進

・製造現場と研究の場を重層的に構築
・産学連携を現場技術者レベルで促進

・大学改革と編入プログラムの
推進による人材活用

・実習コミュニティビジネスの
支援

・日本版デュアルシステム推進
（働きながら学び、学びながら
働く教育訓練）
・ｅラーニング等の活用

・大学改革と編入プログラムの
推進による人材活用

・実習コミュニティビジネスの
支援

・日本版デュアルシステム推進
（働きながら学び、学びながら
働く教育訓練）
・ｅラーニング等の活用

若年層の就業者数は全国的に減少傾向である。特に九州圏
の製造業においては20年前の半分以下に減少している。

■人材の雇用育成環境の再構築

・団塊世代の大量退職に備えた人材育
成環境の整備（技能・技術の継承）
・人材の多様性を踏まえた新たな人材
育成環境の構築
（女性人材、ニートの雇用等）

■研究開発、学習の振興

・競争力の源泉であるイノベーション
を生み出す仕組みを強化。
・各学校段階を通じたものづくり教育
の促進
（大学、高専、公的研究機関等）

■企業競争力の強化、向上

・国内外の環境変化に対応しうるため
の競争力維持･強化。
（生産性の向上、設備投資等）
・企業ニーズを踏まえた立地環境整備
の促進

□若年者の製造業離れ

15-24歳の製造業就業者数推移 （昭和50年＝1.0の指数）
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資料：総務省「国勢調査報告」

□若年者の求人と求職の職業間ミスマッチ
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資料：厚生労働省「職業安定業務統計」

事務的職業 生産工程・労務の職業 専門的・技術的職業 販売の職業

サービスの職業 運輸・通信の職業 保安の職業 その他

29歳以下の職業別求人・求職の状況（2006年12月）

備考：新規学卒者を除きパートタイムを含む

生産工程・労務の職業、専門的・技術的職業を希望する有効
求職者に対して、有効求人倍率は1.74倍、2.02倍と事務的職
業と比べて、逆のミスマッチになっている。

圏域内外にとらわれない幅広い人材活用

研究機関

ものづくりを支える企業

公設研究機関 大学 職業訓練施設

・熟練技能を伝承・継承するための計画的な取り組みと、
それを支える快適な職場環境づくり

・人材の早期育成をはかるためのインセンティブとして、
マイスター制度のような独自の社会的地位の確立

・現場力の向上による生産性の向上
・ものづくり人材を育成し、企業の国際展開を支援
・若年技術者の育成
・高度技術・技能の継承
・同種、異業種間の連携や川上・川下産業の連携

・熟練技能を伝承・継承するための計画的な取り組みと、
それを支える快適な職場環境づくり

・人材の早期育成をはかるためのインセンティブとして、
マイスター制度のような独自の社会的地位の確立

・現場力の向上による生産性の向上
・ものづくり人材を育成し、企業の国際展開を支援
・若年技術者の育成
・高度技術・技能の継承
・同種、異業種間の連携や川上・川下産業の連携

・就職支援と職業訓練の連携
・幅広い主体（ＮＰＯ等）による
観光事業の推進人材育成
・地元企業の人材ニーズと
教育プログラムの整合
・地元への定着、地元企業の
担い手確保

・就職支援と職業訓練の連携
・幅広い主体（ＮＰＯ等）による
観光事業の推進人材育成
・地元企業の人材ニーズと
教育プログラムの整合
・地元への定着、地元企業の
担い手確保

高等専門学校
実業系学校

就職支援施設

ＮＰＯ、職安等

教育機関

若者 高齢者･女性 団塊世代

企業
企業内開発
企業内研究

・共同研究開発の促進
（産学官連携のコンソーシアム等）
・製造技術の高度化
（高付加価値化、ＴＬＯ推進）

・共同研究開発の促進
（産学官連携のコンソーシアム等）
・製造技術の高度化
（高付加価値化、ＴＬＯ推進）

労働力供給の制約が強まることが予想される中、より幅
広い人材を確保することが求められる。
ニートや女性・高齢者人材、さらには海外人材も含め、
人材の雇用育成環境を構築することが重要。

労働力供給の制約が強まることが予想される中、より幅
広い人材を確保することが求められる。
ニートや女性・高齢者人材、さらには海外人材も含め、
人材の雇用育成環境を構築することが重要。

地域における雇用の創造・促進することが重要
雇用延長、ＵＪＩターン施策の推進

地域における雇用の創造・促進することが重要
雇用延長、ＵＪＩターン施策の推進

人材育成

ミスマッチ解消ミスマッチ解消

ミスマッチ解消ミスマッチ解消

ミスマッチ解消ミスマッチ解消

九州圏の国際競争力の向上
～ものづくり基盤技術の維持・発展～

企業間連携

連携

□企業の学術論文寄与度の経年変化 □基盤技術産業の動向（1985年＝1.0）
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□アジアとの水平分業の進展によるものづくり基盤の流出

海外現地法人における技術水準（製造業）
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資料　「海外事業活動基本調査　２０００年版」
出所　「中小企業白書2002年版」中小企業庁
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九州の自動車・半導体下請企業および金型産業に属する中小企業
に対するアンケート結果（寺社と比較した海外企業の技術力評価）

「国際分業時代における九州企業の競争力強化に関する調査」九州経済産業局

九州の自動車・半導体下請企業及び金型産業に属する中小企業に
対するアンケート結果（自社と比較した海外企業の技術力評価）

アジアとの水平分業の進展によって、加工組立型産業の部品製造等、ものづくりの基盤を担う産業において、海外現地法人や海外企業
との技術水準格差のない、汎用的な製品については、輸入による代替が進み、圏内同業種の国際競争が激化することが予想される。

加工組立型産業を支えるプラスチック成形、鋳物、メッキ、金型等の基盤技術
産業については、全国で事業所数・従業者数の減少が続く中、九州は逆に増
加傾向にある。また、出荷額も増加傾向にある。

資料：九州経済産業局「アジア一番圏構想」

海外現地法人における技術水準（製造業）



論点４ 観光資源等による魅力創出

■論点

・アジアをはじめとする世界との交流・連携を形成するには、学術・文化・観光など
多面的な交流が重要である。地域と地域、人と人など多層的な交流の拡大により九
州圏の豊かな自然と都市の魅力を活かした国際観光振興を図るべきではないか。

■対応の方向性

■現状データ ■多層的な交流の拡大による魅力創出

■情報発信機能の強化

・九州圏としての認知度向上が重要
・関係機関の連携による情報共有化
（行政機関、東アジア観光コンソーシアム）

■地域資源の創出・活用等

・圏域内の魅力を一体化した、戦略的
観光振興が必要。
（テーマ性をもった観光ルートの設定等）

・文化的な資産等を活かした街づくり
等が重要。

■観光環境の整備

・国内外の旅行者が九州を満喫できる
ため、ホスピタリティの向上や九州
圏域内のモビリティの向上が重要。
・地域の観光資源をプロモートし、マ
ネジメントできる人材を育成するこ
とが重要。

情報発信機能の強化
～他圏域との交流拡大～

観光環境の整備
～旅行者受入体制の強化～

地域資源の創出・活用等

九州圏の魅力創出
～学術・文化・観光等多面的な交流拡大～

九州圏の魅力創出
～学術・文化・観光等多面的な交流拡大～

○おもてなしの心を提供できる体
制づくり
○地域観光の演出家を育成
（プロモート、マネジメント等）
○地域づくり経験者や旅行業界
ＯＢ等の活用
○学校教育における人材育成

■観光を担う人材育成 ■観光環境の整備

○観光地へのモビリティ向上
・交通インフラの整備促進
・交通機関の利便性の向上
○ユニバーサルデザインな地域
づくり・まちづくり
・わかりやすい案内標識

○国際競争力のある魅力の観光地
づくり
・海外マーケットを視野にいれた
商品開発、人材育成、交流施設
整備等への支援
・海外企業との連携も踏まえた
圏内周遊観光ルートの開発。
・地域資源を活かした魅力ある街
づくり
（文化資源を活かした街づくり
など基盤の整備等）

■地域の魅力を活かした観光スタイル

○観光スタイルの創出
・テーマ性をもった観光ルート
・技術見学と域内観光の融合
・旅行ニーズの多様化への対応
・日本人・外国人双方の知的欲
求を刺激する文化観光

○観光特区等の活用
・濁酒の製造事業（由布市）等

地域経済の活性化
地域雇用の拡大・創出

○国際会議、国際文化、スポーツ
イベント等を通じた交流の拡大

○観光人材の育成に取り組む、都
市と都市、大学と大学等による
連携

○体験型修学旅行等の推進

■他圏域との交流拡大

他圏域との交流拡大
九州圏の魅力発信

○個別観光地の情報発信を支援
するためのブロードバンド整備
と、個別サイトのポータル化

○アジアの知的情報・交流拠点の
形成
・九州国立博物館等の文化拠点
・（アジアからの留学生を多数
受け入れる）学術拠点 等

■他圏域との交流拡大
■情報発信機能の強化

■魅力の観光スタイル

○幅広い主体（ＮＰＯ等を含め）に
よる観光事業の推進
○新たな観光分野の開拓
（グリーンツーリズム等）

他圏域との交流拡大
九州圏の魅力発信

○住民が、地域に特有の資源を
観光資源として再認識。
（人的魅力、物的魅力）

○他圏域からのニーズを認識し、
課題の改善。

○地域観光のコンセプトの明確化

■観光資源の認識

□近年の観光ニーズ
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資料）内閣府
Ｈ15 自由時間と観光に関する世論調査

□九州各県の入り込み客数の推移□九州観光の現状
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□九州の留学生数
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出典：独立行政法人 日本学生支援機構「平成18年版留学生受入れ概況」により作成

□九州における国際コンベンションの開催件数
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資料　JNTO国際観光振興機構「コンベンション統計」
注　　総参加者300名以上でかつ外国人参加者が50名以上のものを「中・大型国際コン
　　　　ベンション」としている。

しみず



■論点
・九州圏の国際競争力の強化に向けて、相当程度の人口、産業、インフラが集積して
いる都市圏において、商業、学術、文化、ＩＣＴソフト産業等の集積を進め、九州
圏全体を牽引することが必要ではないか。
・生活圏の中心となる都市を、魅力ある就業の場とすることで、持続可能な生活圏を
維持することが必要ではないか。

■対応の方向性

■現状データ ■産業間の好循環を促進するための環境整備
□地方中枢・中核都市圏の設定（イメージ）

□サービス産業に牽引され成長を続ける第三次産業

都市圏の魅力向上による更なる牽引力の強化
九州圏の国際競争力の強化

都市圏の魅力向上による更なる牽引力の強化
九州圏の国際競争力の強化

論点６ 持続的な成長を牽引する都市圏の形成

支援・連携の窓口（プラットフォーム）

東アジア 国内の他圏域

・住みやすさ、暮らしやすさ
・ユニバーサルデザイン

・物流拠点の整備と情報システム
の活用

・循環型高速交通ネットワーク
・多地域・多経路・多頻度の交通

・多様な連携による研究開発機能
（産学官連携のコンソーシアム）
・都市圏におけるイノベーション
力の強化

・多様なニーズに対応した産
業展開
・多様な人材を雇用する体制

凡 例

地方中枢・中核都市（県庁所在地都市・政令指定都市）

上記から交通１時間圏内の市町村

出典：国土審議会調査改革部会 地域の自立・安定小委員会
「二層の広域圏による地域の自立・安定した地域社会の形成」より作成

圏域内の他地域

持続的な成長を牽引する都市圏

0 50,000 100,000 150,000 200,000 250,000 300,000 350,000 400,000

2004年度

2000年度

1995年度

1990年度

1985年度

電気・ガス・水道 卸・小売 金融・保険

不動産 運輸・通信 サービス

政府サービス 非営利サービス

5.5% 23.6% 6.0% 12.6% 10.4% 22.6% 15.6% 3.8% 193,957

（億円）

4.8% 23.9% 6.1% 12.5% 10.3% 25.5% 13.9% 3.0% 263,081

4.4% 21.4% 6.2% 13.9% 10.9% 26.1% 13.9% 3.2% 314,863

4.1% 19.3% 6.1% 14.1% 9.9% 29.0% 14.5% 2.9% 339,531

3.8% 18.0% 6.3% 14.6% 10.1% 29.3% 14.8% 3.1% 344,081

資料）内閣府「県民経済計算」より作成

○芸術や文化等、創造産業（コンテンツ産業等）
振興の核となる分野について
・地域特有の伝統的技術の再評価
・ICTや先端技術との連携促進
・海外の多文化・他民族に対する寛容性の向上

都市におけるハイテク・ハイタッチな新産業の
インキュベーション（孵化）機能を整備

情報発信の戦略性強化

□都市圏・生活圏における中心性の希薄化

□都市が創造する産業の核となる文化・芸術

創造産業同心円モデル

資料　「創造都市への展望」佐々木雅幸＋総合研究開発機構編著

・都市間の交流を促進するコンパクトシティの形成
・公共交通ネットワークの整備
・ユニバーサルデザインのまちづくり

・都市と地域を結び人材移動を仲介するプラットフォームの整備
地域に関する情報提供
（雇用、活動、生活等に関する情報の提供または仲介）

しみず

海外

アジア諸都市にお
ける文化産業振興
との連携を促進

九州圏の魅力を
発信することで、
人材の移動、企業
の誘致等を促進。

地域間の相互情
報発信等により、
九州圏の魅力を再
認識し、戦略的な
地域間連携を促す。

九州新幹線の供
用による西九州の
各都市における個
性化と九州圏にお
ける機能分担を促
進する。

都市における新たな産業創出を促進
・高度の実用化研究開発（製品やサービス等）
・交流のための場や仕組みづくり

支援・連携の窓口（プラットフォーム）地域間交流・連携の基盤

生活基盤 物流・情報基盤 研究開発機能 産業（人材の受け皿等）
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2000 年 2005 年

都市圏核都市における昼夜間人口比率の減少

資料：総務省「国勢調査報告」 （核都市は国土交通省ＦＵＲ基準による）

創造産業同心円モデル

資料：「創造都市への展望」佐々木雅幸＋総合研究開発機構編著

都市

賑わい ＩＣＴ

ソフト

商業

学術

文化

芸術

・高次都市機能
（都市型産業、頭脳供給機能、文化発信機能等）
・新産業創出の苗床

■魅力ある都市圏の創出
・都市に集積する情報産業等、都市型産業の育成が重要
・新たな都市型産業の萌芽を育成・支援することが重要
・都市圏の商業、学術、文化、ＩＣＴソフト産業等の集積と
融合により、新たな文化の創造によって高い付加価値を持
つ多様な産業を育成し、若い人材の魅力的な活躍の場を創
造することが重要

・成長するアジアのダイナミズムを九州圏と結びつけるため、
地域特有の伝統的技術の再評価、多文化・他民族社会がもた
らす寛容性を有する都市の役割が重要。
・他地域間との交流・連携するため、都市圏のプラットフォー
ム機能が重要

他地域 他圏域


